
るにもかかわらず,完全失業率の水準が最も高v-という関係が続いている中,

フリ丁タ-といわれる定職に就いていなvl者5や,ニ-トといわれる仕事に就

tておらず丁教育.訓練も受けてVlない者6の増加が問題となっている. -九
r正社貞Jとして就職した者については,安定した収入はあっても長時間労働

に従事する者の割合が上昇してVlる,

帝齢者につVlては-その人口に占める割合が高まってVlる中で1 1998年に

60歳定年が義務化され1 2004年には, 6-5歳までの定年の引上げ,継続雇用.制

度の導入等を通じた雇用機会の確保に向けた法的措置7が導入されたところで

あるcこうした取組に加えノ1ロ-ワ-クにおける年齢不問求人割合の引上げ

の取組8等様々な対策の効果もあり,高齢者の雇用環境は-郭改善された面が

あるものの-依然として低vl有効求人倍率にとどまる等l相対的に厳しし慣境

にあることに変わりはないヲo

労働力率は-全体では高齢化の影響もあって低下償向にある.が1年齢別にみ
ると-特に若年層と高齢層で大きく低下しているo若年層では2O-24歳の労
働力率が1993年から2004年にかけて1男性で6.7ポイント女性で5.6ポイ

ント低下しているoまたl高齢層では療に男性の低下幅が大きく, 60-64歳

層では同じ期間で4.9ポイント低下しているo これは1 90年代以降経済の低

迷が長期化する中で,企業のリストラが進んだ結果,雇角機会が減少したこと

や,若年層では.それに加えて,進学率の高まりやニ-トの増加が主な要因と
して考えられるo

一雇用形態別にみると,パ-トアルバイト派息有期雇用乳r正社乱.
以外の形態で働く者が増加しており1 1993年には雇用者に占める割合が2割

であったのが, 2003年には3割を上回り,特に女性におVrて臥1993年には

4割弱であったのが1 2003年には5割を上回ったo また1近年派遣労働者が

フリ-タ-臥15-34歳の男性又は未婚の女性でノく-トアルバイトとして働く者又はこれを希望する
者である.詳細はr平成16年版労働経済の分軌参乳フリ-タ-数は. 2004年現鼠約213万人く厚生

労働省労働政策担当参事官童にて特別集糾と推計され七いるく対前年差4万人減Ioなおl内閑申咽民
生括白書Jく2003年1では異なる調査を元に派遣労働者や,全ての失業者レく-トアルバイト以外を希望
する者も含むIを含めて推計し, 2001年現在で1 417万人と公表してL,1る8

ト くNEE Tl.L Not in Education,EmployTnent Or Trainingの略.就学,就労l職業訓練のVザれも

行ってVlない若乱. 2004年現屯I卜34歳のニ-トく若年無業乱ここで臥15-34歳の非労働力人口の
うちl通学,家事を除L,lた者1は64万人ぐ前年と同水準1となっているく総務省統計局卜労働力詞査JIc
なお.内閣府のr青少年の就労に関する研尭会Jく2005科で臥15-34歳の男性又は未婚の女性でl家事
に従事する者もニ-トに加えて推計してVlる.
2066年から62歳, 2007年から63歳. 2010年からp64歳, 2013年から65歳までの定年の引上tヂー継続雇

用制度の導入等を通じた雇用機会の準保に取り組むこととなってVlるo
2007年度までに年齢不閤求人の割合を5割に上昇させることを目標にハロ-ワ-ク窓.F3等におVlて1妻業

主に対し年齢のみを理由とした募集一採用の機会の制限を行うことのないよう括導等を実施してtlる. 2005

年5月では3B.6%となってblる.

2005年5月の.60-64歳層の有効求人倍率は0. 39倍1完全失業率柱4- 4%く男性は6. 1%.,東性は2.2%l.


